
個別報道資料作成項目

◎市民が安心、元気なまちづくり

☆災害に強いまちづくりの推進

水道施設の耐震化事業
　　～いのちを守る堺の水道への挑戦～

水道部 133

下水道総合地震対策事業
　　～震災に強いまちをめざします～

下水道部 137

浸水対策事業
　　～雨に強いまちをめざします～

下水道部 139

緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業
　　～命の道をつなぎます～

道路部 141

橋りょう長寿命化修繕事業
　　～次世代に元気な橋をつなぎます～

道路部 144

道路附属物(案内標識・道路照明灯）更新事業
　　～傷んだ街灯などを計画的に補修します～

土木部 146

舗装補修マネジメント事業
　　～予防保全型の補修により、舗装の長寿命化を図ります～

土木部 148

大気汚染監視事業
　　～アスベストのモニタリングを拡充します～

環境保全部 150

消防行政統合システム整備事業
　　～市民の確かな安全・安心を確保～

警防部 152

大和川左岸（三宝）土地区画整理事業
　　～まちを・市民を守る、災害に強いまちづくり～

都市整備部 154

（仮称）堺市総合防災センター整備事業
　　～未来防災の発信基地～

総務部（消防局） 156

農空間保全・活用事業（ため池ハザードマップ）
　　～ため池ハザードマップを作成します～

農政部 158

☆地域の安心、つながり・絆の強化

地域コミュニティ形成支援事業
　　～商店街街路灯の電灯料の支援を拡充します～

商工労働部 160

地域安全推進事業
　　～市全域の安全対策の推進～

区役所、市民生活部 162

南区買い物困難者支援事業【区域まちづくり事業】
　　～南区区民評議会の提言を受けて～

南区役所、ニュータウン地域再生室 165



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 上下水道局 経営企画室 

担当者 幸田・中塚 

直 通 ０７２－２５０－９１１７ 

    ０７２－２５０－９２２７ 

内 線 ９７３－３２１０ 

    ９７３－３１１０ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－６６００ 

 

「水道施設の耐震化事業」について 

～いのちを守る堺の水道への挑戦～ 

 

 堺市上下水道局では、震災時におけるライフラインとしての機能を確保・保持する 

ため、経年劣化した水道施設の耐震化事業を実施します。 

 

記 

 

１ 施策・事業名、施設名など 

     水道施設の耐震化事業 

 

２ 事業概要、事業目的など 

① 幹線管の耐震化 

・家原寺系幹線管更新事業（継続）ほか 

② 配水支管の耐震化 

・避難所等に至る管路の耐震化ほか 

③ 配水池の耐震化 

・岩室高地配水池超高池新配水池築造事業（継続）ほか 

④ 災害時給水設備「すいちゃんのビックリ！じゃぐち」の設置 

・指定避難所である市内小学校に震災時の応急給水対策として災害時給水設備「す

いちゃんのビックリ！じゃぐち」を設置 

 

３ 平成３０年度当初予算額       7,474,004 千円 （債務 7,591,000 千円） 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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【別紙資料】「水道施設の耐震化事業」について 

 

① ② 幹線管及び、配水支管の耐震化 

 

 

 

 

 

効果：水道管を耐震化することにより、震災時の復旧が早くなり応急給水を早期に実施で

きる。 

 

① 幹線管の耐震化 

② 配水支管の耐震化 
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③ 配水池の耐震化（岩室高地配水池超高池新配水池築造事業） 

 

 

岩室高地配水池超高池新配水池 完成予定図 

効果：水道施設の中枢である配水池を耐震化することにより、震災時にも機能保持ができ

る。また、配水池を２池以上にすることにより、震災時に応急給水を確保できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

築造予定の新配水池 
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④ 災害時給水設備「すいちゃんのビックリ！じゃぐち」の設置 

 

 

写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果：指定避難所である小学校に災害時給水設備「すいちゃんのビックリ！じゃぐち」を

設置することで、震災時に応急給水活動を円滑に行うことが可能となる。（平成 30

年度は 20校に設置予定。） 

 

災害時給水設備「すいちゃんのビックリ！じゃぐち」 

概略図 

ベンチ型収納ボックス 

ベンチ型収納ボックス 

（蓋を開いた状態） 

ベンチ型収納ボックス内に収納している

給水設備組立後 

上下水道局 

マスコット 

キャラクター 

「すいちゃん」 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 上下水道局 経営企画室 

担当者 幸田・中塚 

直 通 ０７２－２５０－９１２１ 

０７２－２５０－９２２７ 

内 線 ９７３－３２１０ 

    ９７３－３１１０ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－６６００ 

 

「下水道総合地震対策事業」について 

～震災に強いまちをめざします～ 

 

堺市上下水道局では、「震災に強いまちの実現」へ向け、被災時の市民生活及び復

旧活動の確保を目的に、避難所と処理場を結ぶ管きょ並びに緊急輸送路下に埋設され

ている管きょの耐震対策、公衆衛生保全のための処理機能確保に必要となる下水処理

場施設の耐震・耐津波対策を行います。 

 

 

記 

 

１ 事業名 

下水道総合地震対策事業 

 

２ 事業概要 

下水道施設の地震対策 

     ・重要な管きょの耐震化工事 

     ・処理場施設の耐震・耐津波対策工事 

 

３ 平成３０年度当初予算額     １，１８０，０００千円   

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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平成29年度で全市立小学校への 
整備が完了しました。 
今後は、避難所等への設置を進めます。 
 

下水道総合地震対策事業 

マンホールトイレの整備 

防災訓練の様子 

箇所数（累計） 

①過去の大規模地震による被災状況を教訓とした、下水道機能・サービスを持続的に提供するための対策が急務であ 

  り、本市マスタープラン重点プロジェクトである「市民が安心、元気なまち堺」の実現にも必要不可欠 

②平成31年度完成を目標に、重要な管きょ・建築施設※の耐震対策を実施。 
  市立小学校等の避難所へマンホールトイレを設置。 

③マンホールトイレの整備にあわせた地元説明会により、市民に「自助」と「共助」の意識が浸透、「減災」の実現に貢献 

市立小学校マンホールトイレ設置数 

・有事の際には、市民の方たちでマン 
 ホールトイレを設置していただくことを 
 説明しています。 
・「自助」と「共助」の意識が浸透。 

重要な管きょ・建築施設の耐震対策（実施例） 

※ 重要な管きょ：避難所と処理場を結ぶ管きょ並びに軌道下及び緊急輸送路下に埋設されている管きょ 
   重要な建築施設：公衆衛生保全のための処理機能確保と人命確保のために耐震性能が必要な下水処理場及びポンプ場の建築施設 

 被災時 
（テントを設置） 

7 
27 
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56 
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89 93 
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

浜寺石津町中外 
下水管更生工事（２５－１） 

施工前 

 平常時 石津下水処理場 
耐震補強外工事 

施工中 

施工後 

施工後 

施工後 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 上下水道局 経営企画室 

担当者 幸田・中塚 

直 通 ０７２－２５０－９１２１ 

０７２－２５０－９２２７ 

内 線 ９７３－３２１０ 

    ９７３－３１１０ 

ＦＡＸ ０７２－２５０－６６００ 

 

「浸水対策事業」について 

～雨に強いまちをめざします～ 

 

 堺市上下水道局では、「雨に強いまちの実現」へ向け、浸水安全度の向上を目標と

して、これまでの被害実績や危険度から、浸水危険解消重点地区を設定し、雨水ポン

プ場、雨水幹線管きょ等の整備を行います。 

 

 

記 

 

１ 事業名 

浸水対策事業 

 

２ 事業概要 

雨水ポンプ場、雨水幹線管きょ等の整備 

・古川第２ポンプ場建設工事（継続） 

・出島下水管布設工事（継続） 

・菅池幹線下水管布設工事（継続） 

・黒山外下水管布設工事（継続） 

 

３ 平成３０年度当初予算額     ３，７４６，７００千円   

         債務負担行為    （２，８３４，０００千円） 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  

139



浸水対策事業（古川第２ポンプ場・出島バイパス線関連） 

出島バイパス線 

神南辺町周辺 

戎島町周辺 

出島・西湊町周辺 

出島バイパス線及び 
古川第2ポンプ場 

集水区域（約183ha） 

古川第2ポンプ場 

集水区域（約90ha） 

出島線 

堺市消防局 

  旧堺港 

出島BP及び古川第2Pの整備
により、竪川下水ポンプ場
の廃止が可能となる 

竪川下水Ｐの廃止 

工事状況等 

古川第２ポンプ場 

  古川第２ポンプ場（完成予想図） 浸水対策区域と事業箇所   

  H20.9.5 (93.5mm/h）浸水状況 

シールドマシン 掘進状況（急曲線部） 

 ①時間約50mmの降雨（10年確率降雨）での浸水被害を解消 
 

 ②さらに、浸水シミュレーション結果では、堺市既往最大降雨  
 （93.5mm/hr）に対して、床上浸水被害を全部解消、床下浸水被害 
 を概ね解消できる見込み 
 

 ③竪川下水ポンプ場の廃止により旧堺港への未処理下水放流が 
 無くなり観光資源である旧堺港や内川・土居川の魅力向上に寄与 

 

①過去の浸水実績と浸水想定結果から浸水危険解消重点地区を24地区抽出し、時間約50mm対応 
 の施設整備を重点化 
②古川第2ポンプ場及び出島バイパス線関連の整備で、戎島町周辺、神南辺町周辺、出島・西湊町周 
 辺の3地区の浸水被害を解消 

【古川第２ポンプ場】 
 集水域：約273ha 揚水量：約2,100m3/分 
【出島バイパス線関連】 
 φ4,500mm L=1.9km等 集水域：約183ha 

当地区の特徴、過去の浸水状況 

西側上空より（平成30年1月撮影） 

【古川第２ポンプ場】 【出島バイパス線】 

当施設の整備効果 

施設概要 
【特徴】 
 広域緊急交通路である国道26号線、地域緊急交通路である 
 出島海岸通西湊１号線、堺市消防局本庁舎等、市の重要イン 
 フラ等が集積するとともに、本市観光資源の旧堺港がある 
 

【過去20年間の浸水被害状況等】 
 床上：7件 床下117件 道路冠水27件 → 計151件の被害件数 

北東側より（平成29年10月撮影） 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 道路部 道路整備課 

担当者 小 林 

直 通 ０７２－２２８－７０９５ 

内 線 ４１８０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７１３９ 

 

「緊急交通路等の橋りょう耐震強化事業」について 

～命の道をつなぎます～ 

 

 堺市では、今後想定される南海トラフ巨大地震や上町断層帯地震などの 

大規模災害時に備え、救急救命活動や救援物資の輸送、復旧支援活動を支 

えるために、緊急交通路や津波避難路などに関する橋りょうの耐震強化事 

業を推進します。また、緊急交通路を補完する道路などに関する橋りょう 

（緊急交通路等を跨ぐ横断歩道橋を含む）についても新たに耐震強化事業 

を実施します。 

 

記 

 

１ 施策・事業名、施設名など 

     橋りょう耐震強化事業 

 

２ 事業概要、事業目的など 

   橋りょうの耐震対策工事（１２橋）及び耐震対策設計（１２橋）等 

 

３ 平成３０年度当初予算額   ２，２７５，０００千円  

             拡充  （  １９８，０００千円） 

         債務負担行為  （  ４９９，０００千円） 

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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平成３０年度 橋りょう耐震強化事業位置図

一条通跨道橋(下り) 

北花田口跨線橋 

陵東橋 

堂之下橋（下り） 堂之下橋（上り） 

大浜高架橋（Dﾗﾝﾌﾟ) 

石津大橋 

浜寺大橋（上り） 

浜寺大橋（下り） 

神石橋 

東八田大橋（上り） 東八田大橋（下り） 

平井橋（上り） 
平井橋（下り） 

楢葉高架橋（上り） 楢葉高架橋（下り） 

竹原大橋 

田園大橋 

田園橋 

百済川橋 

榎橋（上り） 

榎橋（下り） 

丹南橋(下り) 

菱木橋（上り） 

菱木橋（下り） 

平井大橋（下り） 陶器川大橋（上り） 

陶器川大橋（下り） 

草尾跨道橋（上り） 

草尾跨道橋（下り） 

西除大橋（下り） 

西除大橋（上り） 

原寺跨線橋（上り） 

原寺跨線橋（下り） 

光明大橋（上り） 

光明大橋（下り） 

檜尾橋（上り） 

檜尾橋（下り） 

檜尾高架橋（上り） 

檜尾高架橋（下り） 

光明橋（上り） 

光明橋（下り） 

桃山橋（上り） 

桃山橋（下り） 

豊田高架橋（下り） 

豊田橋（下り） 

栂美木多連絡橋(南) 

鴨谷橋 
檜尾大橋 

栂大橋 

若竹大橋 

城山大橋 

泉ヶ丘大橋 

大庭寺東橋 

大庭寺西橋 

新こおろぎ橋 

野ノ井東橋 

野ノ井中橋 

檜尾東橋 

檜尾小橋 

下黒山跨道橋（上り） 

下黒山跨道橋（下り） 

大阪臨海線 

大阪中央環状線 

大阪高石線 

国道３１０号 

堺狭山線 

泉大津美原線 国道３０９号 

阪和自動車道 

堺泉北有料道路 

大阪和泉泉南線 

国道２６号 

阪神高速 

15号堺線 

富田林泉大津線 

神明橋 

阪神高速 

４号湾岸線 

大浜高架橋(Bﾗﾝﾌﾟ) 

大浜高架橋（Cﾗﾝﾌﾟ) 

大浜高架橋 

松屋高架橋 遠里小野橋 

丹南橋(上り) 

榎小橋 
第１今池橋 

金岡跨線橋 

向陵橋 

第２今池橋 

昭代橋 

耳原橋 

栂美木多連絡橋(北) 

道路（緊急交通路）等 

広域緊急交通路（重点14路線） 

広域緊急交通路（その他） 

高速道路 

地域緊急交通路 

鉄道 

耐震化進捗率（重要橋りょう150橋） 
 
平成28年度末        ・・・ 109／150 = 73% 
   
平成29年度末予定 ・・・   136／150 = 91% 
 
平成30年度末予定 ・・・   146／150 = 97% 

新たに追加されたその他広域緊急交通路(H24.6) 

平井大橋（上り） 

細池橋（下り） 

細池橋（上り） 

けやき小橋 

北条橋（東上野芝） 

一条通跨道橋(上り) 

JR阪和線 

南海高野線 

堺かつらぎ線 

南阪奈有料道路 

石津川橋 

重要橋りょう １５０橋の耐震化 

  86橋  黒字の橋りょうは、H26以前の耐震事業計画に基づく橋りょう 

凡例 

吾彦大橋 
(大阪市管理） 

毛穴大橋（下り） 毛穴大橋（上り） 

毛穴高架橋（上り） 毛穴高架橋（下り） 

落合大橋（下り） 

落合大橋（上り） 

陶器川橋（下り） 

陶器川橋（上り） 

高倉寺大橋 

三原大橋（上り） 

三原大橋（下り） 

見野山橋（上り） 

見野山橋（下り） 

萬歳橋 

新大和橋取付橋（上り） 
新大和橋取付橋（下り） 

津久野大橋 

けやき橋 

中百舌鳥1号橋 

中百舌鳥2号橋 

向ヶ丘東橋 
向ヶ丘中橋 

上野芝中学前歩道橋 

中央歩道橋 

新金岡南歩道橋 

北花田高架橋 

家原橋 

 I 陸橋 

大小路歩道橋 

船尾川橋 

南陵南橋 

東山橋（上り） 

東山橋（下り） 

楢葉橋（下り） 
楢葉橋（上り） 

深阪橋（下り） 
深阪橋（上り） 

楢葉1号橋 

諏訪森橋 

平尾6号橋 

中百舌鳥5号橋 

北條橋 

長曽根4号橋 

伊勢路川橋 

梅大橋 

鳳北1号橋 

百舌鳥梅1号橋 

協和町デッキ 

鳳東5号橋 

文珠橋 

金岡14号橋 

信濃橋 

戎島橋 

少林寺橋 

出島橋 

相生橋 

宿屋橋 

浜寺昭和8号橋 

勇橋 

三光川橋 
新諏訪神橋 

 青字の橋りょうは、緊急交通路に追加された橋りょう   31橋 

 緑字の橋りょうは、緊急交通路に架かる橋長15m未満の橋りょう   22橋 

 赤字の橋りょうは、津波避難路に架かる橋りょう   11橋 

吾妻橋 

深井高架橋 

豊田橋（上り） 

豊田高架橋（上り） 

 平成29年9月22日作成 

大規模地震時に桁が橋脚や橋台から落ちることを防ぐため
に、桁と下部工を連結します。その他、桁と桁を連結する

方法もあります。①
施工前 施工後

施工前 施工後

コンクリート橋脚の変形性能を向上させるため、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄを
巻き立てて補強します。状況に応じて、鉄板や炭素繊維で補強
する場合もあります。②

橋脚

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
巻き立て

…   H３０年度に耐震詳細設計する橋梁（予定）     1橋 

…   109橋   H２８年度までに耐震強化が完了した橋梁 

… 3橋     H３１年度以降、耐震強化を実施する橋梁（予定） 

…   27橋 
  H２９年度に耐震強化を実施中の橋梁 
 （Ｈ２７年度から繰越した橋梁４橋を含む） 

…   H３０年度に耐震強化を実施する橋梁（予定）    11橋 

新大和取付橋 
府道大阪高石線(新) 

中央歩道橋 
新金岡１０９号線 

向ヶ丘西橋 

大浜高架橋 
府道大阪臨海線 

高倉寺大橋 
府道堺狭山線 

三原大橋（上り・下り） 
府道堺狭山場 

見野山橋（上り・下り） 
府道堺狭山場 

昭代橋 
津久野１号線 
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平成30年度　橋りょう耐震強化事業位置図（緊急交通路を補完する道路などに関する橋りょう）

≪凡例≫

設 計（道路橋・人道橋） ４橋

上神谷高架橋

三宝歩道橋

黒山歩道橋

霞ヶ丘歩道橋

菅生歩道橋

榎橋歩道橋

新金岡北歩道橋

諏訪森歩道橋

八田西町歩道橋

設 計（横断歩道橋） ８橋

工 事（横断歩道橋） １橋

宮前橋

重谷橋

金岡跨線橋

平成30年1月作成
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 道路部 道路整備課 

担当者 小 林 

直 通 ０７２－２２８－７０９５ 

内 線 ４１８０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７１３９ 

 

「橋りょう長寿命化修繕事業」について 

～次世代に元気な橋をつなぎます～ 

 

 堺市では、市民生活に直結する道路交通ネットワークを良好な状態で維持すると 

ともに、将来にわたる維持管理費の縮減ならびに平準化を図ることを目的とした「堺

市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、計画的な橋の維持管理を実施します。 

 

記 

 

１ 施策・事業名、施設名など 

     橋りょう長寿命化修繕事業 

 

２ 事業概要、事業目的など 

橋りょうの補修工事（３２橋）及び補修設計（２５橋）等 

   

  ３ 平成３０年度当初予算額   １，８５４，６００千円   

債務負担行為  （  １６０，０００千円） 

 

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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平成30年度　橋りょう長寿命化修繕事業　位置図

大浜高架橋 

（P12～P17） 

遠里小野橋 

工事（道路橋・人道橋） 

≪凡例≫ 

陶器川大橋（上・下） 

設 計（道路橋・人道橋） 

吾彦大橋 

阪堺大橋 

定期点検 

工事（耐震との合体工事） ７橋 

２３橋 

８橋 

負担金 ２橋 

今井新橋 

150橋 

小野々井橋 

平田橋 

新大和橋取付橋（上・下） 

新川橋 

吾妻橋 

高倉寺大橋 

光明大橋（上・下） 

上神谷高架橋 

維新橋 

下川橋 

宮本橋 

戎橋（戎島） 

落合橋 

三原大橋（上・下） 

奥川橋 

中之谷大橋 

八下2号橋 

北花田口歩道橋 

ざいふり橋 

平尾歩道橋 

大浜中町歩道橋 

石津川西歩道橋 

北瓦歩道橋 

九間歩道橋 

英彰歩道橋 

えりか橋 

すずむし橋 

三宝歩道橋 

柳原橋 

中央歩道橋 

はぎ橋 

西除大橋側道（上・下） 
西除大橋（上・下） 

下黒山跨道橋（上・下） 

天神橋 

黒山歩道橋 

北花田口跨線橋 

霞ヶ丘歩道橋 

菅生歩道橋 

榎橋（上・下） 

委託工事 ２橋 

榎橋歩道橋 

新金岡北歩道橋 
三国ヶ丘歩道橋 

諏訪森歩道橋 

八田西町歩道橋 

設 計（横断歩道橋） １７橋 

工事（横断歩道橋） ２橋 

萬歳橋 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 土木部 土木監理課 

担当者 豊 川 

直 通 ０７２－２２８－７４１６ 

内 線 ４１３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－３９６４ 

 

「道路附属物（案内標識・道路照明灯）更新事業」について 

～傷んだ街灯などを計画的に補修します～ 

 

堺市では、堺市公共施設等総合管理計画に基づき、案内標識などについて、メンテ

ナンスサイクル（点検→診断→更新→記録）を構築し、健全性が低いと診断されたも

のから計画的に建替え等を行うことで、老朽化による支柱の損傷等による事故を未然

に防ぎ、安全・安心のまちづくりを推進します。 

 

 

記 

 

  １．事業名 

    道路附属物（案内標識・道路照明灯）更新事業 

 

 

  ２．事業概要 

    本事業は、道路附属物（案内標識・道路照明灯）の定期点検結果に基づき、建替え等

の対策を実施します。 

 ・道路照明灯更新工事  平成３０年度対策予定 １００基 

      ・案内標識更新工事   平成３０年度対策予定  １０基 

     

 

３．平成３０年度当初予算額   １２８，０００千円 

             新規  （１２８，０００千円） 

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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 本市においても道路附属物（案内標識、道路照明灯）は、建設か
ら相当年数が経過し、老朽化による倒壊や、支柱の損傷が進行し
ています。 

道路附属物更新事業に関する説明資料 

本市の道路附属物の老朽化（現状） 

昭和48年
設置 

危険な状態の道路附属物について、維持管理計画に基づき、

予算の平準化を図り、計画的に施設の更新を行います。 

平成２６年台風１１号時、道路照明灯倒壊 道路照明灯の支柱の損傷状況 

道路案内標識の全体的に錆びている状況 

道路案内標識の全体的に錆びている状況 

 定期点検の実施 
  H２６～２９ 国の点検要領に基づく定期点検を実施した結果、 
  早期措置段階（Ⅲ判定）となった道路照明灯が３７１基、道路案 
  内標識が１０基発見されました。 

倒壊する前に、早期に対応が必要 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 土木部 土木監理課 

担当者 豊 川 

直 通 ０７２－２２８－７４１６ 

内 線 ４１３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－３９６４ 

 

「舗装補修マネジメント事業」について 

～予防保全型の補修により、舗装の長寿命化を図ります～ 

 

堺市では、舗装の長寿命化や補修費用の縮減・平準化等を図るとともに、安全安心

を確保するため、「道路舗装の戦略的維持管理」として、予防保全の考え方を取り入

れた舗装補修を推進します。 

 

記 

 

  １．事業名 

     舗装補修マネジメント事業 

 

 

  ２．事業概要 

     本事業は、道路舗装面のひび割れ等を調査する路面性状調査を５年毎（最新：２７

年度実施）に実施することにより早期に劣化状況を把握し、軽微な段階で補修を行う

ことで施設の長寿命化を図る「予防保全型」の手法を取り入れ、計画的に事業を推進

します。 

 ・舗装補修工事（府道堺狭山線ほか７路線） 

      ・舗装構造調査等    

     

 

３．平成３０年度当初予算額 ８１６，９００千円 

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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道路舗装の劣化状況

本市管理延長が２０９２ｋｍのうち、大部
分の路線で舗装後、相当な期間が経過し
近い将来に一斉更新となる。

道路舗装マネジメント事業に関する説明資料

道路舗装の戦略的維持管理

堺市内の主要路線である１２９路線、L=３２３ｋｍを対象
↓

老朽化の進行状況より、将来の劣化を予測
↓

予測結果より、最適な補修時期・工法を決定
↓

計画的な工事の実施

戦略的な維持管理が
必要

予防保全型の維持管理
定期点検で早期に劣化状
況を把握し、軽微な段階で
補修を行うことで施設の長
寿命化を図る「予防保全型」
の手法を取り入れる。

道路舗装マネジメントの概要

舗
装
の
性
能

供用時間

舗装の性能を失ってから補
修するとコストが高くなる。

早期に補修することで、将来
にわたって維持管理コストを
下げることが出来る。

補修費を３０年間で約１００億円の
削減を見込む

効果
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境保全部 環境共生課 

担当者 本間 諸農 

直 通 ０７２－２２８－７４４０ 

内 線 ３８６２ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７３１７ 

 

「大気汚染監視事業」について 

～アスベストのモニタリングを拡充します～ 

 

  堺市では、市域の大気中におけるアスベスト濃度の状況をより詳細に把握するため、 

大気中のアスベストのモニタリングを拡充します。 

 

記 

 

１ 事業名 

大気汚染監視事業 

 

２ 事業概要、事業目的など 

市域の大気中におけるアスベスト濃度の状況をより詳細に把握するため、調査地点及

び調査回数を増やすことにより、大気中のアスベストのモニタリングを拡充します。 

 

３ 平成３０年度当初予算額           ７６，０１１千円   

             拡充           （４，５７７千円） 

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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大気汚染監視事業 

拡
充
内
容 

大気中のアスベストのモニタリング強化 

○ 市域の大気中におけるアスベスト濃度の状況をより詳細に把握するため、調査地点 

  及び調査回数を増やすことにより大気中のアスベストのモニタリングを強化する 

◇ 市内をより詳細に調査することを目的に、一般大気汚染常時監視測定局を設置 
  している全９地点を選定 
 
  ４地点/年 ⇒ ９地点/年 

◇ 年間を通じたアスベスト濃度を把握するため、四半期ごとにモニタリングを実施 
 
  １回/年 ⇒ ４回/年 

モニタリング地点の拡充 

モニタリング回数の拡充 

◇ アスベスト濃度の調査結果の公表は、モニタリングごとにHPで実施 
 
  １回/年 ⇒ ４回/年 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 消防局警防部通信指令課 

担当者 黒田・定 

直 通 ０７２－２３８－０１１９ 

内 線 ９９－５３１１～２ 

ＦＡＸ ０７２－２２３－６９３８ 

 

「消防行政統合システム整備事業」について 

～市民の確かな安全・安心を確保～ 

 

 堺市では、市民からの１１９番通報の受信、消防隊・救急隊への出場指令を行う「消防通

信指令総合システム」を中核とする消防情報システムである「消防行政統合システム」の更

新を行い、３６５日２４時間の安定稼働を図るとともに、最新のＩＣＴ技術を導入し、迅速・

的確な消防業務の更なる充実を図り、市民の確かな安全・安心を確保します。 

 

記 

 

１ 事業名   消防行政統合システム整備事業 

 

２ 事業整備計画 

（１）消防通信指令総合システム 

  ○災害状況や各種支援情報をリアルタイムに把握する大型マルチディスプレイの更新 

  ○消防拠点間を結ぶ消防電話ネットワークの更新 

○聴覚・言語機能障がい者に対応した、音声によらない１１９番通報を可能とするＮ

ｅｔ１１９受信設備の整備 

（２）画像伝送システム 

○災害状況の早期把握を行うための高所監視カメラシステムの更新 

○映像受信の最新化のためのヘリコプターテレビ電送装置の更新 

 

３ 平成３０年度当初予算額            ７４８，６４８千円 

拡充           （５７４，３０１千円） 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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「消防行政統合システム整備事業」について 

  １ 消防行政統合システムとは 

  下記に掲げる３システムを中心として相互連携し、統合されたシステムの総称であり、緊急性、確実性を伴う

消防業務に、高度化されたシステムを最大限活用して、市民の「確かな安全・安心」を確保するものです。 

① 指令システム・・・119 番通報を受信し、コンピュータ制御により消防隊、救急隊の出場指令などを行う、消

防行政統合システムの中核をなすシステム 

② 支援情報システム・・・警防（消防・救急・救助等）業務、予防（危険物・設備・査察等）業務などの消防業務

における事務処理システム 

③ 画像伝送システム・・・高所カメラ装置・ヘリＴＶ画像受信装置・衛星地球局から構成され、高所に設置し 

たカメラやヘリコプターからの映像による災害状況の早期把握や、総務省消防庁をはじめとする国・府等の

防災機関への映像配信を行うためのシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「NET１１９」・・・聴覚・言語機能障害者に対応した音声によらない１１９番通報を可能とするための、スマー 

トフォン等のWEB 機能を利用して１１９番通報を行うシステム。平成３０年度新規導入予定。 

（政令市では４市、府内では大阪市のみ整備済み。） 

 

２ これまでの経緯と今後の予定 

１ 平成２７年度 基本設計 

２ 平成２８年度 実施設計 

３ 平成２９年度 総合評価一般競争入札による落札者決定 

４ 平成３２年３月末までに履行完了予定 

【消防行政統合システム】 

出場指令 

 

119 通報 

 

①指令システム 

③画像伝送システム 

②支援情報システム 

消防庁 

 

高所カメラ 

 
ヘリ TV 

 

情報支援 

 

NET119 通報 

 

衛星通信 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日 提供 

問い合わせ先 

担当課 建築都市局 都市整備部 高規格堤防推進室 

担当者 谷口 

直 通 ０７２－２２８－０３６７ 

内 線 ５６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７８９７ 

 

「大和川左岸（三宝）土地区画整理事業」について 

～まちを・市民を守る、災害に強いまちづくり～ 

 

堺市では、三宝地区内の権利者や住民の皆様のご協力のもと、大和川高規格堤防整備事業

及び土地区画整理事業等との一体整備を推進し、高規格堤防の整備による事業効果の早期発

現を図り、災害に強いまちづくりを進めます。 

 

記 

 

１．事業名 

大和川左岸（三宝）土地区画整理事業 

 

２．事業概要 

河川の水量が著しく増加した場合の破堤による甚大な被害を軽減することを

目的とした大和川高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備を

推進するため、地元説明会や個別相談等を通じて地権者へのきめ細やかな対応に

継続的に取り組みながら、平成 29 年 6 月に事業計画認可を受けＵＲ都市機構を

施行者として事業中である大和川左岸（三宝）土地区画整理事業を進めるととも

に、一部土地の買取りを実施し、事業を進めてまいります。  

      施行地区面積 ：約１３．０ｈａ 

      事業施行期間 ：平成２９年度から４１年度（清算期間含まず） 

       

３．平成３０年度当初予算額  １，８３７，２２５千円 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

 新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊 
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 大和川左岸（三宝）土地区画整理事業の概要 

高規格堤防整備事業及び土地区画整理事業等との一体整備により、 
災害に強い、安全・安心で良好な市街地の早期実現を図ります。 

公園 

公園 

阪高施設 
(非常口) 

阪高施設 
(非常口) 

阪高施設 
(非常口) 

阪高施設 
(換気所) 阪高施設 

(出入口ランプ) 

大
阪
臨
海
線 

市道  築港南島線 

大和川 

土地利用計画図 宅 地 

河川用地 

歩行者専用道路 

階 段 

凡 例 

名  称  大和川左岸（三宝）土地区画整理事業 

施行地区面積  約13.0ha 

主な公共施設  道路（幅員8ｍ・6ｍ、歩行者専用道路、階段）、公園（2箇所） 

事業施行期間  H29年度～H41年度予定（概ね13年間・清算期間含まず） 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 消防局 総務部 総務課 

担当者 西尾
に し お

・新子
あたらし

 

直 通 ０７２－２３８－６００２ 

内 線 ９９－５５１１、５５１８ 

ＦＡＸ ０７２－２２３－１９７９ 

 

「（仮称）堺市総合防災センター整備事業」について 

～未来防災の発信基地～ 

 

堺市では、政令指定都市としての災害対応力を高めるため、自助、共助、公助を充実させ、

より連携を推進し、地域防災力の向上を図るとともに、大規模災害に対応できる防災に関す

る中核拠点施設としての、「未来防災の発信基地」（仮称）堺市総合防災センターを整備しま

す。 

 

記 

 

１ 事業名 

    （仮称）堺市総合防災センター整備事業 

 

２ 事業目的 

    切迫性が指摘されている南海トラフ巨大地震の発生が懸念される中、自助、共助、公

助の連携による地域防災力の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進するもの。 

 

３ 施設整備計画 

（１）消防職団員の高度な教育・訓練が実施できる施設の整備 

（２）訓練機能・啓発機能の一体的な施設である利点を生かし、市民の方々が「体験型」

訓練を実施できる施設の整備 

（３）大規模災害発生時の広域的な災害応急対策の拠点施設の整備 

 

４ 平成３０年度当初予算額  ４９３，４９９千円 （債務負担行為７８，０００千円） 

         

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊 
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（仮称）堺市総合防災センター整備事業 

大規模災害時 平常時 

堺市消防局 堺市消防局 

大規模災害時利用イメージ平常時利用イメージ
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 農政部 農業土木課 

担当者 小林、芋生 

直 通 ０７２－２２８－６９７２ 

内 線 ３６３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７３７０ 

 

「ため池ハザードマップ」について 

～ため池ハザードマップを作成します～ 

 

大阪府においては、「ため池防災・減災アクションプラン」により、市町村におけ

るハザードマップ（自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの）

の作成支援に取り組んでいます。 

これを受け、堺市においても、豪雨や地震等により決壊した場合に下流の人家や施

設などに影響が大きいと予想されるため池を対象として、ため池ハザードマップを作

成します。平成３０年度の東区より、順次、区単位（堺区を除く）で作成予定です。 

 

記 

 

１ 事業名 

ため池ハザードマップ作成事業（新規） 

 

２ 事業目的 

    ため池ハザードマップを作成することにより、地域住民が、災害発生時に迅速かつ 

的確な避難を行うことが可能となります。また、いざという時に落ち着いて行動でき 

るよう安全な避難方法を考える参考となるため、地域住民の防災意識の向上につなが 

ります。 

 

３ 他都市の状況 

  大阪府下で作成済みの市町村は、１８市町・１２４ヶ所です。(平成２９年４月現在) 

 

４ 平成３０年度当初予算額   １０，０００千円 [負担区分 国１００％] 

             新規  （１０，０００千円） 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  

158



【ため池ハザードマップのイメージ】 

 

ため池ハザードマップ記載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：ため池ハザードマップ作成の手引き（農林水産省作成） 

記載事項 内 容 

ため池の情報 名称、位置、貯水量、施設管理者等 

浸水想定区域と

被害の形態 

範囲、浸水深、集落との距離、被害の形態等 

避難場所 避難施設名称、所在地、電話番号等 

緊急時の連絡先 市区役所、警察、消防、施設管理者等の電話番号 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 産業振興局 商工労働部 商業流通課 

担当者 堂前、甚野 

直 通 ０７２－２２８－８８１４ 

内 線 ３５２０、３５２１ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－８８１６ 

 

「地域コミュニティ形成支援事業」について 

～商店街街路灯の電灯料の支援を拡充します～ 

 

 

堺市では、地域の安全・安心など地域社会が本来持っていたコミュニティ機能が低下

する中で、地域コミュニティの担い手である商店街等が行う取組を支援します。 

 

記 

 

１ 施策・事業名、施設名など 

    地域コミュニティ形成支援事業（拡充） 

 

２ 事業概要 

   （１）商業共同施設機能向上支援事業（拡充） 

      商店街が設置・維持管理している街路灯の電灯料を支援します。 

   （２）地域コミュニティ形成促進事業 

      商店街等が主体的に取り組む新規テナントの誘致活動や地域の課題解決に向けた 

      先進的ソフト事業等を支援します。 

   （３）商店街・大型店連携支援事業 

      商店街と大型店が連携して実施する共同消費喚起事業等を支援します。 

 

３ 平成３０年度当初予算額   ６５，１３９千円 

             拡充   （９，０００千円） 

         債務負担行為   （１，０００千円） 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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 ○安全で安心して暮らせる環境づくりが求められている。 
 ○商店街の街路灯等は、まちの防犯対策に多大な効果があるにもかかわらず、その電気料金を 
    商店街が負担しており、商店街がまちづくり活動を推進するうえで財政上の負担となっている。 

課題 

商業共同施設機能向上支援事業（拡充） 

 ○まちの安全・安心の維持向上 

目標とする成果 

事業スキーム 

○街路灯、アーチ、アーケードの維持管理を支援 

補助率：１／３以内 

限度額：３０万円 

平成２９年度 

補助率：１／２以内 

限度額：なし 

平成３０年度 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 市民人権局 市民生活部 市民協働課  

担当者 本池  

直   通 072-228-7405 

内   線 3930 

F A X  072-228-0371 

担当課 堺区役所  自治推進課  

担当者 植松  

直 通 072-228-7082 

内 線 2780 

F A X  072-228-7844 

担当課 中区役所  自治推進課  

担当者 石井  

直 通 072-270-8154 

内 線 92-3100 

F A X  072-270-8101 

担当課 東区役所  自治推進課  

担当者 小川  

直 通 072-287-8122 

内 線 93-3100 

F A X  072-287-8113 

担当課 西区役所  自治推進課  

担当者 阪口  

直 通 072-275-1902 

内 線   94-3100 

F A X  072-275-1915 

担当課 南区役所  自治推進課  

担当者 懸樋  

直 通   072-290-1803 

内 線   95-3100 

F A X   072-290-1814 

担当課 北区役所  自治推進課  

担当者 右川  

直 通   072-258-6779 

内 線   96-3101 

F A X   072-258-6817 

担当課 美原区役所 自治推進課  

担当者 坂本  

直 通   072-363-9312 

内 線   98-3100 

F A X   072-361-1817 

 

「地域安全推進事業」について 

～ 市全域の安全対策の推進 ～ 
 

堺市では、犯罪のない安心して暮らせる良好な地域社会の実現をめざし、市民

の防犯意識を高めるための啓発活動や、防犯灯・街頭防犯カメラ設置補助制度の

実施、地域の自主防犯パトロール活動の育成支援を図るためのパトロール用品支

給や青色防犯パトロール活動補助制度、青色防犯パトロール車両の譲渡及び修繕

等補助制度などを実施しています。 

平成 30 年度は、地域で発生する犯罪や事故の防止等を目的として、平成 28 年

度に市立全小学校に設置した公設の防犯カメラに加えて、新たに市立全中学校に

公設の防犯カメラを設置し、当該学校及びその周辺地域全体の安全性を高めます。 

また、事業所が地域貢献活動の一環として行う防犯カメラの設置に対する補助

について、１台あたりの補助上限金額を増額することで設置促進を図り、地域に

おける更なる防犯力向上をめざします。 

 

記  

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（水）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊 
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 １．事業名 地域安全推進事業 

 

 ２．事業概要  

市民の身近な犯罪である街頭における各種犯罪を防止するため、市民、事業

者、警察と市が緊密に連携する体制を構築し、安全に対する意識の高揚を図る

ことで、安全な都市環境の充実を図ります。 

そのため、各種広報啓発活動の実施や防犯環境の整備を行うとともに、自主

防犯活動への支援等を実施します。 

 

３．平成３０年度当初予算額  １０７,８１４千円（本庁、７区合計） 

          新規  （３,０５３千円（７区合計）） 

                     

≪所管別予算額≫ 

本庁  ８，１６３千円 

堺区 １３，５８８千円 

中区 １６，７２５千円 

東区 １０，１９１千円 

西区 １６，７７１千円 

南区 １７，２８５千円 

北区 １７，９４０千円 

美原区 ７，１５１千円 
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  公共防犯カメラ設置事業【中学校カメラ】 

◯市立中学校43校 

（堺区:７校 中区:６校 東区:４校 西区:６校 南区:９校 北区:８校 美原区:３校） 
 

◯43台（43校×1台） 

 ※無線通信式（Wifi 式）防犯カメラを想定。操作用パソコン等機器一式を含む。 

設置対象・設置予定台数 

◯市内地域で発生する犯罪や事故の防止等を目的として、市立全中学校に公設防犯カ

メラの設置をおこなう。 
 

◯各中学校敷地内から学校外周地域に向け防犯カメラを設置し、当該学校及びその周

辺の安全性を高めるとともに、地域全体の防犯意識向上の醸成につなげ、「安全・

安心なまち堺」の実現をめざすもの。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

事業概要・目的 

〇平成30年度予算総額：3,053 千円（全区分） 

（堺区:497 千円 中区:426 千円 東区:284 千円 西区:426 千円 南区:639 千円  

北区:568 千円 美原区:213 千円） 

予算額 

◯市立全小学校設置（93校 平成 29年 3月運用開始）に続き、市域全域に所在

する市立全中学校に設置することにより、市域全体を公設防犯カメラで見守り、

「安全・安心なまち堺」の実現につなげることが出来る。 
 

◯「自助・共助」の主体である自治会等の地域による防犯カメラの設置に加え、

「公助」の主体である市が公設置の防犯カメラを増設することで、「自助・共助・

公助」の適切なバランスを保ち、市民協働によるまちづくりにつなげる。 

≪期待される効果≫ 
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堺市報道提供資料 

平成３０年２月１３日提供 

問い合わせ先 

担当課 南区役所企画総務課 

担当者 金岡 

直 通 ０７２－２９０－１８００ 

内 線 ９５－３００２ 

ＦＡＸ ０７２－２９０－１８１４ 

問い合わせ先 

担当課 ニュータウン地域再生室 

担当者 山本 

直 通 ０７２－２２８－７５３０ 

内 線 ５６１１ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－６８２４ 

 

「南区買い物困難者支援事業」について 

～南区区民評議会の提言を受けて～ 

 

南区では、買い物困難者対策が課題となっており、南区区民評議会において、平成２８

年度から自主提案事項として調査審議が行われてきました。 

その提言を受け、買い物の困りごとを軽減するため、買い物支援サービスを行っている

事業者を一覧にして情報提供します。 

また、区内の買い物の利便性を高めるため、地域住民や事業者等と、購入商品の運搬な

ど、買い物支援サービスの実施に向けた検討を行います。 

 

記 

 

１ 事業名 

南区買い物困難者支援事業 

 

２ 事業概要 

買い物困難者対策として次の事業を実施する。 

・南区買い物支援サービス一覧の作成、配布 

     ・地域住民、事業者等と買い物支援サービス検討会を開催 

 

３ 平成３０年度当初予算額           ７，３２５千円   

新規          （７，３２５千円） 

 

解   禁 

テレビ・ラジオ・ＷＥＢ 平成３０年２月１３日（火）午後２時 

新 聞 平成３０年２月１４日（水） 朝 刊  
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○買い物支援サービス検討会を開催 
   
  地域住民、スーパーなどの事業者、学識経験者、行政等で 
 構成する買い物支援サービス検討会を立ち上げ、買い物環境 
 の現状や支援に関する課題を共有する。 
 
  新たな買い物支援サービスの実施や、ニーズがあるスー  
 パーの来店宅配事業の共同化について検討を行う。 
 
 
 

南区買い物困難者支援事業 ～南区区民評議会の提言を受けて～ 

 
○南区は起伏の多い地形で坂道が多い。 
○泉北ニュータウンがまちびらきから50年経過し、 
 旧村地域とともに高齢化が進展している。  
○核店舗が撤退した近隣センターも出てきている。 
 
⇒高齢者をはじめとする買い物困難者が増加   

 

事業者による買い物支援サービスの促進 

 
○南区買い物支援サービス一覧の作成、配布 
 
  既にスーパーで実施されている来店宅配や 
 送迎サービスの利用料金・条件、移動販売や 
 青空市場など出張販売の日時・場所を紹介す 
 る一覧を作成する。 
 
  区民に配布することにより、買い物支援 
 サービスを行っている事業者の情報提供を 
 行い、サービスの利用の促進と買い物の困り 
 ごとを軽減する。 

買い物困難者への情報提供 

【参考】 
 65歳以上の方のうち 
  ・買い物に困りごとのある方 20.3％ 
  ・将来的には不安を感じる方 44.3％ 
 ※堺市南区買い物に関するアンケート調査(平成28年実施)より  

 買い物支援サービスについて情報提供するとともに、地域住民や事業者等と新たな 
 買い物支援サービスを検討し、実施していくことで買い物困難者をサポートする 

背景 

目的 
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